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グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン︵以下、GCNJ︶のサプライチェーン分科会（以下、本分科会）では、
2008年にGCNJ参加企業の中から11社が集まり結成され、2013年に「サプライチェーンにおける望ましいCSR活動
のあり方 －サプライチェーン分科会からの提案－」（以下、提言書）を発行してきました。

（参照： http://www.ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id=99）

 

その後、CSR調達の向上と上記３つの重要プロセス（①取引先説明会 ②SAQ ③監査）に必要な環境整備を効
率的に進めるための情報共有プラットフォームを提供するため、2014年度より議論を重ね、その核となる「CSR調達 
セルフ・アセスメント・質問票」（以下、共通SAQ）を2017年に開発し、「CSR調達 セルフ・アセスメント・ツールセット」
として発行しました。

（参照： http://www.ungcjn.org/activities/topics/detail.php?id=217）
このたび、さらにCSR調達を進めやすくするため、共通SAQ回答の手引きを製作しました。本書は、共通SAQの

回答がよりスムーズとなるよう、本分科会で、蓄積されたノウハウや資料を分かりやすくまとめたものです。本書が回
答の参考となり、各社・団体において「CSR調達を実践しやすい環境」の整備につながることを願っています。

本手引書の対象者イメージ
本手引書は、以下の対象を想定しています。

はじめに

企業理念

評価結果報告

次ステップへ

CSR調達方針策定
行動規範策定

①取引先説明会①取引先説明会①取引先説明会①取引先説明会①取引先説明会

②SAQ

③監査

図1. あるべき「CSR調達」における重要プロセス

※「CSR活動のあり方」より抜粋、一部修正

対象者 狙　い

• SAQで自社のセルフ・アセスメントを行う者
• CSR推進者
• 調達担当者、調達責任者（依頼側）
• 回答担当者、回答責任者（回答側）

本SAQへ回答する際に、本書がその手引きとなることを
狙っています。
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1. 目的

本「回答の手引書」は、CSR調達活動をより進めやすくするため、共通SAQ回答の際の、判断材料となるポイント
を明記しています。 自社で回答する、またはお取引先様へ説明する際に、回答レベル選択の判断に迷った場合、
各レベルの取組み水準を認識することで、スムーズでバラつきのない回答を可能にすると共に、各設問項目の取組
む課題や改善の方向を理解することを目指しています。
（また、共通SAQの本質問表の目的については、「CSR調達 セルフ・アセスメント・ツール －ご利用にあたって－」も

併せてご参照下さい。）

共通SAQの構成は以下の通りです。

シート 1	:	記入要領

シート 2	:	 CSR調達 セルフ・アセスメント質問表 Ver.1（回答記入）　

シート 3	:	用語の説明

シート 4	:	集計結果

共通SAQの設問項目は大きく以下の９つの大項目に分けています。

	 （大項目）

Ⅰ．コーポレートガバナンス

Ⅱ．人権

Ⅲ．労働

Ⅳ．環境

Ⅴ．公正な企業活動

Ⅵ．品質・安全性

Ⅶ．情報セキュリティ

Ⅷ．サプライチェーン

Ⅸ．地域社会との共生

そして大項目毎に具体的な設問の内容を中項目として設けています。
さらに中項目は下記小項目（２～５つの確認ポイント［設問により変動］）について回答する事になっています。
また、回答の視点は下記の通りです。

2. 共通SAQ（エクセルシート）の構成

3. 設問の構成
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	 （小項目）	 （回答の視点）

■	法律の認識… …………… 法規制等の認識・理解と違反の有無を確認している

■	方針… …………………… 経営により承認された方針がある

■	体制… …………………… 管理責任部署または責任者がいる

■	取組み結果の確認… …… 目標・実施計画を持ち、達成度合いを評価する仕組みがある

■	是正… …………………… 達成度評価結果に基づき、必要に応じて是正する仕組みがある

•	 必要項目（会社名・担当部署名・業態・対象範囲）等は、必ず記入漏れのないようにして下さい。

•	 回答に際しては、共通SAQにご記入いただき、自己評価願います。原則、全設問について回答下さい。

•	 各小項目について、上記の視点から、「Level 1」、「Level 3」、「Level 5」の３段階での自己評価をお願いいた 
	 します。それぞれの「Level」の評価基準は、項目毎に表記されており、下記「５.評価基準」の項を参考にし 
	 て下さい。

•	 各設問の回答記入欄のプルダウンから、現状に最も近いLevelを選択して下さい。

•	 現在、共通SAQ （Ver.1）では「Level 2」、「Level 4」の回答は未設定の為、選択できません。

•	 用語や語句でわからないところがあれば、共通SAQ「シート３: 用語の説明」をお読み下さい。また、「CSR 
	 調達 セルフ・アセスメント・ツール よくある質問と回答」も併せてご参照下さい。

•	 一部の設問について、業種や事業形態により、設問が当てはまらない場合は、プルダウンより「該当しない」を 
	 選択して下さい。「該当しない」が選択された場合は、その設問を除外した母数（満点）での得点率が計算さ 
	 れ、スコアに影響を与えません。万一「該当しない」を選択しないと、スコアが０点になる為、ご注意下さい。

•	 大項目毎に自由記入欄を設けていますので、回答内容に補足説明があればご記入下さい。
	 （例：方針やガイドライン、規程の名称、近年の取り組み事例、Level選択の理由など）

4. 回答方法
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•	 共通SAQの回答「Level」の評価基準について、ポイントを下記に追記していますので、判断材料にして下さい。

•	レベル選択の判断が迷う場合は、上位レベルの到達が明確には判断出来ないと言う意味で下位レベルを選択 
	 下さい。そうする事で当該項目の取組む課題や改善の方向が明らかになります。

•	 本SAQのそれぞれの「Level」の評価基準について、ポイントを下記に追記していますので、判断材料にして下さい。

•	 上位レベルは下位レベルを満たしていることが前提条件となります。

•	 レベル選択の判断が迷う場合は、上位レベルの到達が明確には判断出来ないと言う意味で下位レベルを選択下さい。 
	 そうする事で当該項目の取組む課題や改善の方向が明らかになります。

回答の手引き

2020/5/14現在

5. 評価基準

評価基準
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記入完了後、シート 4 : 集計結果に全大項目の集計結果がレーダーチャートで表示されます。貴社取組みの自己診断
にお使い下さい。なお、未回答の設問がある場合、評価が低くなりますので、記入漏れのないようご注意願います。

6. 集計結果

7. 記入事例

8. よくある質問

設問に応じて「該当なし」回答を
設定しています。

回答記入欄のプルダウンリストから該当する回答を選択します。

設問の中で業種や事業形態が当てはまらない場合、 『該当しない』を選択するよう記入要領に記載がありますが、
回答選択肢の中に 『該当しない』という項目がありません。

質問①

回答①

全く該当しないが、回答選択肢の中に 『該当しない』という項目がない場合、その項目は回答していない旨を提出先
担当者までお伝えいただき、考慮の上判断される様に、大項目毎にある「自由記入欄」を有効にご活用ください。

全く該当しないからといって「スコア1」を選択せず、正しい評価になるよう下記に注意してください。

•	「該当しない」の選択肢がある場合	 その選択肢を選択する。

•	「該当しない」の選択肢がない場合	 無回答で回答し、自由記入欄にその旨記載し、提出先担当者へ配慮してもらって 
		  ください。

ポイント

補足事項あればご記入ください。
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以上

4.Ⅱ.人権 「4.先住民の生活および地域社会の尊重」にある、「先住民」とは具体的に何（誰）を指しますか？

質問② 

設問説明の後半部分に、「先住民に限らず地域社会への配慮」ということが書かれていますので、先住民や少数
民族が不在で該当しない場合でも、地域社会への配慮という観点で回答してください。
先住民や少数民族が居住する地域で事業を行う企業にとって、固有の文化や歴史を尊重し、現地の法令だけでな
く国際基準を守り先住民の権利に配慮することが重要な課題となっており、また、先住民問題に限らず、影響を受け
る地域社会に配慮して責任ある事業運営を行うことは操業権の維持や許認可取得のためにも不可欠とであると考え
ています。

回答② 
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本分科会 参加企業・団体一覧（2018年度～2019年度）

<参加企業（五十音順）>

味の素株式会社

アンリツ株式会社

イオン株式会社

出光興産株式会社

伊藤忠商事株式会社

株式会社イトーキ

内海産業株式会社

エーザイ株式会社

江崎グリコ株式会社

NPO 法人ACE

大阪ガス株式会社

大塚ホールディングス株式会社

沖電気工業株式会社

オリンパス株式会社

花王株式会社

川崎重工業株式会社

極東開発工業株式会社

キリンホールディングス株式会社

株式会社クレアン

学校法人国際学院

国際石油開発帝石株式会社

コニカミノルタ株式会社

コマニー株式会社

一般社団法人ザ・グローバル・アライアンス・フォー・
サスティナブル・サプライチェーン

サッポロホールディングス株式会社

JSR 株式会社

JXTGホールディングス株式会社

株式会社ジーエス・ユアサコーポレーション

シスメックス株式会社

シチズン時計株式会社

信越化学工業株式会社

住友化学株式会社

住友商事株式会社

住友理工株式会社

住友林業株式会社

セイコーエプソン株式会社

セガサミーホールディングス株式会社

積水ハウス株式会社

双日株式会社

第一三共株式会社

ダイキン工業株式会社

大日本印刷株式会社

株式会社ダイフク

株式会社大丸松坂屋百貨店

大和ハウス工業株式会社

株式会社タムロン

千代田化工建設株式会社

DIC 株式会社

DNVGLビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社

帝人株式会社

帝人フロンティア株式会社

テルモ株式会社

一般財団法人電気安全環境研究所

東急株式会社

東急不動産ホールディングス株式会社

東京ガス株式会社

TOTO 株式会社

DOWAホールディングス株式会社

凸版印刷株式会社

中日本高速道路株式会社
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ナブテスコ株式会社

株式会社日経ビーピーコンサルティング

日産化学株式会社

日清オイリオグループ株式会社

日総工産株式会社

日本ガイシ株式会社

日本工営株式会社

株式会社日本航空

一般財団法人日本食品分析センター

日本新薬株式会社

日本ユニシス株式会社

株式会社ノーリツ

株式会社日立製作所

ファイバーフロンティア株式会社

フォスター電機株式会社

株式会社フジクラ

富士ゼロックス株式会社

株式会社プリプレス・センター

丸紅株式会社

三井化学株式会社

株式会社三菱ケミカルホールディングス

三菱自動車工業株式会社

株式会社三菱総合研究所

株式会社三菱UFJフィナンシャルグループ

みらかホールディングス株式会社

明治ホールディングス株式会社

ヤマトホールディングス株式会社

ライオン株式会社

株式会社りそなホールディングス

以上、89社
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